
令和 2 年 1 月 21 日　　公告

　　「上本町～細工谷幹線下水管渠築造工事（その4-1）」

　　　正誤表

訂正箇所 誤 正

　特記仕様書　P11

工事設計書の一部に記載誤りがありました。下記正誤表をご確認ください。

□ セメント及びセメント系固化材を使用する地盤改良に係る六価クロム溶出試験（環境庁告示46

号溶出試験）は、次表のとおり計上している。 

工 法 名 施工段階 ボーリング本数 供試体本数 

    

注１）施工後に実施する各試験には、効果確認用サンプルを転用することができる。 

 

27 工事写真のダイジェスト版 

■ 本工事は、共通仕様書に規定する工事写真帳等の提出に加えて、工事写真のダイジェスト版を

作成し、監督職員に提出しなければならない。ただし、受注者はダイジェスト版の構成につい

て、事前に監督職員と協議等を行わなければならない。 

 

28 廃棄マンホール鉄蓋の処理 

■ 受注者は、本工事において発生する廃棄マンホール鉄蓋を、次表に示す本市の指定処分登録業

者の受け入れ施設へ搬入しなければならない。 

指定処分登録業者 井上商事、㈱古高商店、扶和メタル㈱、㈱オグラ 

 

29 非出水期限定作業 

■ 本工事の既設管内径800mm以上の幹線管渠における管渠内作業については、非出水期（6月1

日～10月31日を除く）施工とする。受注者は、工事請負共通仕様書（共-1-1-5-1）に基づき、

非出水期間内に監督職員による検査（確認を含む。）を受けなければならない。なお、非出水期

に限定する管渠内作業とは、作業員が管渠内において継続的に作業する場合を言い、出水期にか

かる出来形確認・手直し等に準じる軽微な作業は、別添の「局地的な大雨に対する下水道管きょ

更生工事等の安全に関する特記仕様書」及び工事請負共通仕様書-共通-添13「ポンプ操作を伴う

請負工事等の連絡体制マニュアル(案)」等に準拠するものとする。このため、当該路線の管渠内

作業が出水期にまたがる場合の工期延期についてのみ、工事請負契約書第22条（乙の請求によ

る工期の延長）は適用しない。 

 

30 特殊マンホール工 

■ 特殊マンホール工には、次の工種を計上している。 

No.1発進立坑部 No.1特殊マンホール 

工   種 規 格 数 量 備  考 

・生コンクリート工 24-12-20(BB) 35.96m3  

・生コンクリート工 18-８-20(BB) 1.48m3  

・一般型枠  7.66m2  

・円形型枠  141.13m2  

・鉄筋 D22 0.340t SD345 

・鉄筋 D19 2.546t SD345 

・鉄筋 D13 0.819t SD295A 

・支保工  42.51空m3  

・足場工  37.65掛m2  

・足掛金物設置  36箇所  

・組立マンホール設置 2号 H=4.579m 1箇所  

□ セメント及びセメント系固化材を使用する地盤改良に係る六価クロム溶出試験（環境庁告示46

号溶出試験）は、次表のとおり計上している。 

工 法 名 施工段階 ボーリング本数 供試体本数 

    

注１） 施工後に実施する各試験には、効果確認用サンプルを転用することができる。 

 

27 工事写真のダイジェスト版 

■ 本工事は、共通仕様書に規定する工事写真帳等の提出に加えて、工事写真のダイジェスト版を

作成し、監督職員に提出しなければならない。ただし、受注者はダイジェスト版の構成につい

て、事前に監督職員と協議等を行わなければならない。 

 

28 廃棄マンホール鉄蓋の処理 

■ 受注者は、本工事において発生する廃棄マンホール鉄蓋を、次表に示す本市の指定処分登録業

者の受け入れ施設へ搬入しなければならない。 

指定処分登録業者 井上商事、㈱古高商店、扶和メタル㈱、㈱オグラ 

 

29 非出水期限定作業 

■ 本工事の既設管内径800mm以上の幹線管渠における管渠内作業については、非出水期（6月1

日～10月31日を除く）施工とする。受注者は、工事請負共通仕様書（共-1-1-5-1）に基づき、

非出水期間内に監督職員による検査（確認を含む。）を受けなければならない。なお、非出水期

に限定する管渠内作業とは、作業員が管渠内において継続的に作業する場合を言い、出水期にか

かる出来形確認・手直し等に準じる軽微な作業は、別添の「局地的な大雨に対する下水道管きょ

更生工事等の安全に関する特記仕様書」及び工事請負共通仕様書-共通-添13「ポンプ操作を伴う

請負工事等の連絡体制マニュアル(案)」等に準拠するものとする。このため、当該路線の管渠内

作業が出水期にまたがる場合の工期延期についてのみ、工事請負契約書第22条（乙の請求によ

る工期の延長）は適用しない。 

 

30 特殊マンホール工 

■ 特殊マンホール工には、次の工種を計上している。 

No.1発進立坑部 No.1特殊マンホール 

工   種 規 格 数 量 備  考 

・生コンクリート工 24-12-20(BB) 35.96m3  

・生コンクリート工 18-12-20(BB) 1.48m3  

・一般型枠  7.66m2  

・円形型枠  141.13m2  

・鉄筋 D22 0.340t SD345 

・鉄筋 D19 2.546t SD345 

・鉄筋 D13 0.819t SD295A 

・支保工  42.51空m3  

・足場工  37.65掛m2  

・足掛金物設置  36箇所  

・組立マンホール設置 2号 H=4.579m 1箇所  



　　　正誤表

訂正箇所 誤 正

　特記仕様書　P12

・板石設置 t=10cm 5.72m2  

・モルタル上塗工  2.86m2  

 

No.2中間・到達立坑部 No.2特殊マンホール 

工   種 規 格 数 量 備  考 

・生コンクリート工 24-12-20(BB) 12.17m3  

・生コンクリート工 18-12-20(BB) 0.39m3  

・一般型枠  2.26m2  

・円形型枠  21.72m2  

・鉄筋 D19 0.192t SD345 

・鉄筋 D16 0.837t SD295A 

・鉄筋 D13 0.314t SD295A 

・支保工  10.77空m3  

・足場工  9.42掛m2  

・足掛金物設置  17箇所  

・組立マンホール設置 2号 H=2.436m 1箇所  

・板石設置 t=10cm 2.54m2  

・既設下水管取壊し  1式 φ1100mm 

 

No.6分水マンホール立坑部 No.6特殊マンホール 

工   種 規 格 数 量 備  考 

・生コンクリート工 24-12-20(BB) 6.85m3  

・生コンクリート工 18-12-20(BB) 0.61m3  

・一般型枠  5.22m2  

・円形型枠  13.96m2  

・鉄筋 D16 0.620t SD295A 

・鉄筋 D13 0.223t SD295A 

・支保工  5.83空m3  

・足場工  1.22掛m2  

・足掛金物設置  7箇所  

・組立マンホール設置 1号 H=0.572m 1箇所  

・板石設置 t=10cm 1.42m2  

・モルタル上塗工  1.41m2  

・ステンレス製角パイプ  0.024t  

・既設下水管取壊し  1式 φ300mm 

 

31 運搬費 

  ■ 運搬費には、次の工種を計上している。 

    仮設鋼材運搬費、重建設機械組立分解費 

 

・板石設置 t=10cm 5.72m2  

・モルタル上塗工  2.86m2  

 

No.2中間・到達立坑部 No.2特殊マンホール 

工   種 規 格 数 量 備  考 

・生コンクリート工 24-12-20(BB) 12.17m3  

・生コンクリート工 18-８-20(BB) 0.39m3  

・一般型枠  2.26m2  

・円形型枠  21.72m2  

・鉄筋 D19 0.192t SD345 

・鉄筋 D16 0.837t SD295A 

・鉄筋 D13 0.314t SD295A 

・支保工  10.77空m3  

・足場工  9.42掛m2  

・足掛金物設置  17箇所  

・組立マンホール設置 2号 H=2.436m 1箇所  

・板石設置 t=10cm 2.54m2  

・既設下水管取壊し  1式 φ1100mm 

 

No.6分水マンホール立坑部 No.6特殊マンホール 

工   種 規 格 数 量 備  考 

・生コンクリート工 24-12-20(BB) 6.85m3  

・生コンクリート工 18-８-20(BB) 0.61m3  

・一般型枠  5.22m2  

・円形型枠  13.96m2  

・鉄筋 D16 0.620t SD295A 

・鉄筋 D13 0.223t SD295A 

・支保工  5.83空m3  

・足場工  1.22掛m2  

・足掛金物設置  7箇所  

・組立マンホール設置 1号 H=0.572m 1箇所  

・板石設置 t=10cm 1.42m2  

・モルタル上塗工  1.41m2  

・ステンレス製角パイプ  0.024t  

・既設下水管取壊し  1式 φ300mm 

 

31 運搬費 

  ■ 運搬費には、次の工種を計上している。 

    仮設鋼材運搬費、重建設機械組立分解費 


